
 

用 語 解 説 
 

〇就学校の指定（指定校） 

市町村教育員会は、市町村内に小学校（中学校）が 2 校以上ある場合、就学予定者が就学すべき小学

校（中学校）を指定することとされている。（学校教育法施行令第５条） 

 

〇通学区域 

就学校の指定をする際の判断基準として、市町村教育委員会があらかじめ設定した区域をいう。この

「通学区域」については、法令上の定めはなく、就学校の指定が恣意的に行われたり、保護者にいたず

らに不公平感を与えたりすることのないようにすることなどを目的として、道路や河川等の地理的状況、

地域社会がつくられてきた長い歴史的経緯や住民感情等それぞれの地域の実態を踏まえ、各市町村教育

委員会の判断に基づいて設定されている。 

 

〇学校選択制度の種類 

市町村教育委員会は、就学校を指定する場合に、就学すべき学校について、あらかじめ保護者の意見

を聴取することができる。（学校教育法施行規則第 32 条第１項）この保護者の意見を踏まえて、市町村

教育委員会が就学校を指定する場合を学校選択制という。 

自 由 選 択 制 当該市町村内の全ての学校のうち、希望する学校に就学を認めるもの 

ブロック選択制 当該市町村内をブロックに分け、そのブロック内の希望する学校に就学を認めるもの 

隣接区域選択制 従来の通学区域は残したままで、隣接する区域内の希望する学校に就学を認めるもの 

特 認 校 制 従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に関係なく、当該市町 

村内のどこからでも就学を認めるもの 

特定地域選択制 従来の通学区域は残したままで、特定の地域に居住する者について、学校選択を認め 

るもの 

 

〇就学校の変更（学校教育法施行令第 8 条） 

市町村教育委員会から指定された就学校が、保護者の意向や子どもの状況等に合致しない場合におい

て、保護者の申立により、市町村教育委員会が相当と認めるときには、市町村内の他の学校に変更する

ことができる。 

 また、市町村教育委員会は、就学校を指定する通知において、個の保護者の申立ができる旨を示すこ

ととなっている。（学校教育法施行規則第 32 条第２項） 
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〇コミュニティスクール 

学校運営協議会制度のこと。学校と保護者や地域の方々がともに知恵を出し合い、学校運営に意見を

反映させることで、一緒に協働しながら子どもたちの豊かな成長を支え「地域とともにある学校づくり」

を進める、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 47 条の６に基づいた仕組みのこと。 

 

〇地域学校協働活動 

地域の高齢者、成人、学生、保護者、ＰＴＡ、ＮＰＯ、民間企業、団体･機関等の幅広い地域住民等の

参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目

指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携･協働して行う様々な活動のことを指し、社会教育

法第 5 条第 2 項に規定されている。 

 

〇地域学校協働本部 

幅広い層の地域住民、団体等が参画し、緩やかなネットワークを形成することにより、地域学校協働

活動を推進する体制のこと。コーディネート機能、多様な活動、継続的な活動、の三つの要素を必須と

することが重要とされている。 

 

〇持続可能な社会 

将来の世代が必要とするものを損なうことなく、現在の世代の要求を満たすような開発が行われてい

る社会のこと。 

 

〇ティームティーチング 

一つの学習集団に、複数の教員が指導にあたることにより、個に応じた指導の充実を図り、基礎的･基

本的な内容の確実な定着を目指す指導方法のこと。 

 


